
 

一般財団法人 山形県消防協会 

令和４年度事業報告  

■ 事 業 

 1 防火啓発普及事業（公益的事業） 

   各消防団が行う火災予防の啓発活動や応急手当講習会を支援することで、地域住民に対し 

火災予防の意識の高揚を図るとともに、消防団員の役割を再認識してもらい消防団の活性化に  

  つなげるため次の事業を行う。 

（1） 月刊「日本消防」を購入し、各消防団長・消防長に配布（毎月） 

（2） 火災予防運動ポスターの配布（随時） 

（3） 防火ポスター、防火作文の募集（小中学生） 

   (4)  消防団加入促進事業 

 

2 教育関連事業（公益的事業） 

   消防操法大会を通して、消防操法を体得し迅速かつ的確な消火技術の向上を図るとともに 

 全国消防操法大会や各種研修会等への参加支援をすることで、消防団員としての資質の向上を 

 図るため次の事業を行う。 

 市町村消防団実務担当者会議  中止      6 月 7 日 1 5 時～ (自治会館 ) 

 県内消防団長・消防長会議                7 月 13 日 13:30～(山形市) 

 第 29 回全国消防操法大会(飯豊町消防団)      10 月 29 日（千葉県市原市)   

   県内消防団長・消防長会議（北村山支部担当）          11 月 15 日(東根市) 

   第 27 回全国女性消防団活性化徳島大会                    11月 22日(徳島市)  

   消防団員指導員研修・指揮幹部科          Ｒ5.1 月 28 日～29 日(県消防学校) 

   日本消防協会第 49 回消防団幹部特別研修              R5.1 月 17 日～20 日(東京) 

     消防団幹部候補中央特別研修（男性の部）              R5.2 月 1 日～3 日(東京) 

     消防団幹部候補中央特別研修（女性の部）            R5.2 月 15 日～17 日(東京) 

 

3 表彰・慰霊祭事業（公益的事業） 

危険な業務に従事する消防団員・消防職員の功績に対する表彰や、消火や人命救助予防活動 

に尽力した一般協力者を表彰する。 

また、地域住民の生命、財産を守るため消火・防災活動に従事しその職に殉じた消防団員  

消防職員の御霊をお祀りする慰霊祭を開催する。 

山形県殉職消防団員・消防職員慰霊祭                 9 月 7 日（ｸﾞﾗﾝﾄﾞ H） 

第 4 1 回全国消防殉職者慰霊祭           9 月 1 5 日（東京） 

山形県消防協会定例表彰                    R5.2 月 17 日（山形市） 

第 7 5 回日本消防協会定例表彰            R 5 . 3 月 3 日（東京） 

 



4 共済事業・福祉増進事業 

(1)  日本消防協会が実施する次の事業の取りまとめや広報 

ア. 福祉共済 

イ. 火災共済 

ウ. 消防個人年金 

(2)  各種健康増進を図るための助成(スポ-ツ事業・健康器具等) 

   

 

■ 会 議 

1   理事会   

第１回理事会                       5月 20日 13時 30分～ 

第２回理事会                      9月 7日 10時 30分～ 

第３回理事会                     R5.2月 8日 13時 30分～ 

  臨時理事会                       7月 25日 10時 30分～ 

 

 

2  評議員会 

 第１回評議員会                             6月 10日 13時 30分～ 

第２回評議員会                             9月 7日 14時 30分～ 

 

3  監 査 

令和３年度事業報告及び収支決算              5月 13日 13時 30分～ 

 

4   諸会議  

・支部長事務局長会議                 4月 15日 14時～(山形市) 

・東北地区消防連絡協議会（会長･副会長） 欠席       7月 27日(福島市) 

・ 山形県防災訓練                                              8月 28日（東根市） 

・ 日消役員会                                       6月・R5.3月（東京） 

・東北地区消防連絡協議会事務局会議                 Ｒ5.1月 12日(秋田県) 

・全国事務局長会議                                          2月 22日 (東京) 

・全国ブロック別実務担当者会議 中止              月 日(北海道)    

 

 


